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令和２年度事業報告書 

 

Ⅰ 法人の概況 

１ 設立年月日 

昭和６２年２月２０日（地方公務員共済組合協議会は、旧民法第３４条に基づ

く公益法人の社団法人として、内閣総理大臣・文部大臣・自治大臣の設立認可に

より設立された。） 

 

２ 社団法人から一般社団法人へ移行 

地方公務員共済組合協議会は、平成２４年１０月２２日付で、一般社団法人及

び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関す

る法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第４５条の規定に基づき、内

閣総理大臣より「一般社団法人」としての認可を受け、同年１１月１日に名称変

更し、一般社団法人へ移行した。 

 

３ 定款に定める目的 

一般社団法人地方公務員共済組合協議会（以下「協議会」という。）は、地方公

務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）の規定に基づいて設立された地

方公務員共済組合、地方公務員共済組合連合会及び全国市町村職員共済組合連合

会（以下「共済組合」という。）の行う事業の健全な運営を図るとともに、共済

組合の制度及び事業に関する調査、研究、情報の収集、関係機関との連絡調整、

年金受給者等に対する広報活動等を行うことにより、年金受給者等の福祉の向上

に寄与することを目的とする。 

 

４ 定款に定める事業内容 

(1) 社会保障制度に関する調査研究、共済組合の制度及び事業に関する調査研究

のために設置する業務調査部会に係る運営 

(2) 共済組合の制度及び事業に関する情報の収集及び連絡並びに資料の配付 

(3) 関係機関との連絡調整 

(4) 共済制度に関わる研修及び人材の育成 

(5) 年金受給者等に対する情報提供、広報活動等 

(6) その他その目的達成に必要な事業 

 

５ 会員の状況 

 令和３年３月３１日現在の正会員及び賛助会員数は、以下のとおりである（別

紙１参照）。 

(1) 正 会 員     ６共済組合 

(2) 賛助会員    ８０社（金融機関等） 

 

６ 役員の状況 

令和３年３月３１日現在における役員は、別紙２のとおりである。 
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７ 職員に関する事項（令和３年３月３１日現在） 

(1) 事務局長          １名（前年度と同じ） 

(2) 期間業務職員（臨時職員）  １名 

(3) 地方公務員共済組合連合会との「地方公務員共済制度に係る事業に関する協

定書」により、同連合会総務部企画課職員のうち協力職員として協議会の事務

に従事している職員      ５名 

 

 

Ⅱ 事業の概況 

１ 令和２年度の事業期間 

令和２年度の事業期間は、令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの期

間である。 

 

２ 事業の実施状況 

(1) 保険者による健診・保健指導等に関する検討会 

医療保険者の代表者等が委員となり、特定健康診査・特定保健指導のより円

滑な実施を推進し、保健事業の取組の強化を図るため、厚生労働省主催の会議

が開催されている。地方公務員共済組合では、協議会が会議に出席しており、

会議状況や資料等を各組合に情報提供している。 

なお、開催状況は、以下のとおりである。 

 

【会議の開催状況】 

No 年月日 回数 議題 

1 R2.8.3 

 

書面開催 

 

第 38回 １ 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた保険者イン

センティブの取扱いについて 

２ マイナポータルを活用した特定健診データ等の閲覧につ

いて 

 

2 R2.11.16 

 

書面開催 

 

第 39回 １ 今後の検討会の体制について 

3 R2.11.19 

 

ｵﾝﾗｲﾝ開催

第 40回 １ 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた保険者イン

センティブの取扱いについて 

２ 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた特定保健指

導の実施方法の見直しについて 
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4 R3.3.29 

 

書面開催 

第 41回 １ 特定健診・特定保健指導に係る効果検証等の検討状況に

ついて 

２ 2018 年度の特定健診・特定保健指導に基づく 2019 年度

の後期高齢者支援金の加算・減算について 

３ その他 

 

(2) 保険者協議会中央連絡会 

各都道府県に設置された保険者協議会の連携協力を促進することを通じて、

被保険者等の健康の増進及び医療費適正化の推進を図り、医療保険制度の安定

的運営に寄与することを目的として設置され、健保組合等の保険者団体が委員

となり、必要に応じて会議が開催されている。地方公務員共済組合では、協議

会が会議に出席しており、会議状況や資料等を各組合へ情報提供している。 

なお、開催状況は、以下のとおりである。 

 

【会議の開催状況】 

No 年月日 回数 議題 

1 R3.2.18 第 36 回 １ 厚生労働省保険局医療介護連携政策課からの説明事項

２ 国保中央会からの説明事項 

・保険者データを組み合わせた事例紹介 

３ その他 

 

(3) オンライン資格確認等検討会議 

個人単位被保険者番号とオンライン資格確認等の円滑な導入・支援等につい

て、保険者・医療関係者等の参画を得て検討するため、オンライン資格確認等

検討会議（以下「検討会議」という。）が平成３０年９月に厚生労働省内に設

置された。 
検討会議は、各医療保険者、医療関係者、被保険者の代表者の三者で構成さ

れ、地方公務員共済組合においては、総務省福利課の要請を受け、協議会が構

成員として参加している。 
令和２年度においては、令和３年３月に開催が予定されていたが、コロナ禍 

の影響により、開催が見送られた。 
なお、オンライン資格確認等システムに関する直近の状況については、「Ⅲ今

後の課題」を参照。 
 

(4) 各共済組合からの委任により行う契約事務等 

各共済組合から委任を受けて締結している各種契約等について、一部改定、

契約更新等を行った。 
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① 社会保険診療報酬支払基金との医療費支払契約等 

社会保険診療報酬支払基金と締結している次の契約について、例年と同様、

納入期日の改定及び事務費単価改定等に伴う一部改定を行った。 

ア 「診療報酬の審査支払に関する契約」 

イ 「レセプト電子データ提供に関する契約」 

ウ 「特定健康診査及び特定保健指導の費用の決済等に関する契約」 

エ 「出産費等の支払に関する契約」 

オ 「社会保障・税番号制度の中間サーバー等情報連携事務及びオンライン

資格確認等事務に関する契約」 

 

② 公益社団法人国民健康保険中央会との出産費の支払に関する契約等 

公益社団法人国民健康保険中央会と締結している「地方公務員等共済組合法

第６３条第２項の規定に基づく出産費の支払に関する契約書」第２条に規定す

る別に定める収納日等について、改定を行った。 

 

③ 特定健康診査・特定保健指導に係る委任契約に関する集合契約等 

保険者団体と実施機関の全国組織との集合契約（パターンＡ（全国単位））

の締結、市町村国保ベースを利用した集合契約（パターンＢ（都道府県単位））

の締結に向けて各都道府県代表保険者へ提出する委任状の取りまとめ等を実

施した。 

 

④ 柔道整復師の施術に係る療養費等の受領委任契約 

公益社団法人日本柔道整復師会会員以外の柔道整復師の施術に係る療養費

について、各共済組合に代わり柔道整復師との間に受領委任契約を締結してい

る（令和２年度：７７０件）。 

なお、令和３年３月末日における柔道整復師との受領委任契約の件数は、延

べ２６，９０９件となった。 

 

⑤ 健康スコアリングレポートの作成業務に関する契約 

「地方公務員共済組合におけるデータヘルスの取組に対する連携・協働の推

進について」（令和元年 12 月 26 日付総行福第 94 号福利課長通知）に基づき実

施した「健康スコアリングレポート」について、各共済組合に代わり事業者と

契約を行った。 
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(5) 情報提供・研修会の開催等 

共済組合制度、医療保険制度を中心とした社会保障制度及び資金運用に関す

る事項について、正会員及び賛助会員を対象に、次の情報提供及び研修会の開

催を行った。 

①  協議会情報の提供 

 地方公務員共済組合連合会刊行物等の送付（６回） 

ＰＡＬ「連合会だより」等の各種資料の賛助会員等への提供 

② 研修会等の開催 

ア  賛助会員懇話会・共済資金運用セミナー 

賛助会員懇話会及び共済資金運用セミナーについては、主には、賛助会

員を対象に、著名な講師又は金融・経済の専門家による講演会を通じ、 

広く見識を深めてもらうほか共済資金運用の指針としていただくため、毎

年度、別々に開催してきた。 

しかし、今般のコロナ禍の影響により、従来の形式での開催は困難なた

め、開催の是非等について、当協議会内において検討を行った。 

その結果、賛助会員等の皆さまからお預かりしている会費の有効活用と

いう観点、新型コロナ感染症の感染拡大防止の観点という二つの視点から、

令和２年度については、例外的に、賛助会員懇話会と共済資金運用セミナ

ーを合同で開催することとし、かつ、対面での開催を自粛し、ＷＥＢによ

り開催することとした。 

 

○日  時：令和３年１月２１日（木） 

○開催方式：ＷＥＢ方式（ライブ、オンデマンド（アーカイブ）による動

画配信） 

○セミナー第一部（講演会） 

・第１部 

講 師：松元 照仁 氏（地方公務員共済組合連合会 理事） 

演 題：「地方公務員共済組合連合会の資金運用を取り巻く諸問題に

ついて～ESG 投資関連を中心として～」 

・第２部 

講 師：小室 淑恵 氏（株式会社ワーク・ライフバランス 代表取

締役社長） 

演 題：「～持続可能社会を作る～コロナに強い働き方改革」 

○参加者：２３８名 

 

イ 年金・社会保障制度研究セミナー 

年金制度ほか共済組合の事業に関連する年金以外の医療、介護などの社

会保険制度及び疾病予防等の公衆衛生等の社会保障制度全般について、見
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識を深めてもらうことを目的として、正会員である地方公務員共済組合及

び当該共済組合を構成する地方公務員共済組合の幹部職員を対象に、従来、

地方公務員共済組合連合会（以下「連合会」）が行ってきた年金問題セミ

ナーを連合会と当協議会とで、「年金・社会保障制度研究セミナー」とし

て、共催で開催してきた。 

しかし、前記アと同様、今般のコロナ禍の影響を考慮し、開催の是非等

について、連合会と協議をギリギリまで重ねてきたが、当セミナーの対象 

者が全国に所在する共済組合の方々ということも熟慮し、新型コロナウイ 

ルス感染症の感染拡大防止の観点を優先し、開催を中止することとした。 

 

③ 事業年報の作成及び配付 

例年どおり、「令和元年度地方公務員共済組合等事業年報」を発行し、正会

員及び賛助会員に配付した。 

○発行時期：令和３年３月 
○発行部数：４５０部（平成３０年度版と同数） 

○配布部数：４０６部 

      （内訳）正会員 ２３９部、賛助会員 １６０部、その他 ７部 

 

④ ホームページによる事業情報提供 

事業、財務等に関する資料等及び各共済組合向けに特定健診関係の契約書

ほか各種情報について、ホームページによる情報提供を行った。 

 

(6) 地共済年金情報ホームページシステム事業 

① 地共済年金情報ホームページシステム作成委員会の開催状況等 

令和２年度における地共済年金情報ホームページシステム作成委員会（以

下「ＨＰ委員会」という。）では、主に、次のア～ウの事項を検討又は確認

するため、計７回開催した。 

なお、各回の開催日及び議題等は、次頁表の【委員会の開催状況】のとお

りである。 

ア 令和３年度から新たに運用を開始することとされていた地共済年金情報

ホームページシステムの機能に係る仕様の最終決定及び当該システムの開

発業務に係る入札等の契約事務についての検討 

イ 当該システム開発着手後の進捗状況の確認 

ウ 情報セキュリティ監査における発見次項に対する対応検討等 

サイバーセキュリティ基本法（平成２６年法律第１０４号）第１３条の

規定に基づき、サイバーセキュリティ戦略本部が指定する法人としての正

会員である共済組合（警察共済組合を除く。）に対して内閣サイバーセキュ

リティセンター（以下「NISC」という。）が実施した情報セキュリティ監査
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において、地共済年金情報ホームページシステムに係る外部委託やクラウ

ドサービスの利用等の項目に関する発見事項、発見事項のリスク及び発見

事項への助言が指摘された。 

この指摘事項に対応方針及び対応策については、各共済組合が個別に改

善結果または改善計画（以下、「改善計画」）として NISC に報告したところ

である。 

なお、改善計画実施等については、どのような体制で実施していくか各

共済組合間で課題となったが、各共済組合が個別に対応するのではなく、

ＨＰ委員会を通じ、共同して対応等していくことと整理され、そのため、

ＨＰ委員会を開催し、当該改善計画の実施等についての検討が行われた。 

当該改善計画は、暫定対応と本格対応の２段階で整理、対応することと

されており、令和２年度において実施した改善措置は、暫定対応に係るも

のである。 

 

【委員会の開催状況】 

No 年月日 会議種別 議事等 

1 R2.8.5 合同部会 （1）座長の選出について 

（2）地共済年金情報ホームページシステム更新に係る入札

結果及び今後のスケジュールについて 

（3）NISC 監査に係る対応について 

（4）その他 

2 R2.10.1 合同部会 （1）地共済年金情報ホームページシステム更新に係る作

業の進捗報告について 

（2）NISC 監査に係る対応について 

（3）その他 

3 R2.11.5 合同部会 （1）地共済年金情報ホームページシステム更新に係る作

業の進捗報告について 

（2）NISC 監査に係る検討について 

（3）その他 

4 R2.12.3 合同部会 （1）地共済年金情報ホームページシステム更新に係る作

業の進捗報告について 

（2）NISC 監査に係る検討について 

（3）その他 

5 R3.1.14 合同部会 

（書面） 

（1）地共済年金情報ホームページシステム更新に係る作

業の進捗報告について 

・プロジェクト進捗状況について（令和２年１２月度）
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（2）NISC 監査に係る検討について 

（3）その他 

・リモート開催の可否について 

6 R3.2.4 合同部会 

（書面） 

（1）地共済年金情報ホームページシステム更新に係る作

業の進捗報告について 

・プロジェクト進捗状況について（令和３年１月度）

（2）NISC 監査に係る検討について 

（3）その他 

・報告事項（リモート開催の可否について） 

7 R3.3.4 合同部会 

リモート開催

（WEB 開催）

（1）地共済年金情報ホームページシステムにかかるシス

テム構築作業について 

（2）前回の地共済年金情報ホームページシステム作成委

員会・作業部会合同部会資料に係る意見等に対する回

答について 

（3）地共済年金情報ホームページシステムに関する契約

及び要綱等について 

（4）現行の地共済年金情報ホームページシステムにおけ

る NISC 監査対応（改善計画（暫定対応））等につい

て 

（5）地共済年金情報ホームページシステムにおけるクラ

ウドサービスの利用に係る規定等について 

（6）地共済年金情報ホームページシステムの構築等に係

る情報セキュリティ管理計画書の精査等について 

（7）地共済年金情報ホームページシステムにおける選定

基準の制定等について 

（8）その他 

（注）NISC＝内閣サイバーセキュリティセンター 

 

② 契約等の締結状況 

前記①のとおり、地共済ホームページシステムの新システム開発及び内閣

サイバーセキュリティセンターによる監査に伴い必要な措置を講じるため、

締結した契約等は、以下のとおりである。 
 

ア 地共済年金情報ホームページシステムの構築等に係る業務委託 

〇 契約年月日 令和２年７月１日 

〇 契 約 額 98,272,214 円 

〇 契約の相手方 （株）みずほトラストシステムズ 

〇 契約の方法 一般競争入札 
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イ 地共済年金情報ホームページシステム運営及び保守に係る NISC 監査

指摘対応の覚書 

〇 覚書の目的 

令和３年３月まで運用した旧システムに係る NISC による指摘事

項に対する改善措置について、ＨＰ委員会を通じ、各共済組合の了

承のもと、NISC 監査指摘対応の覚書を締結した。 

〇 覚書の業務（作業）内容 

協議会又は組合等の求め等に応じて、以下の作業を行う。 

(1)セキュリティ対策の運用状況報告 

(2)サービス仕様の把握 

(3)ユーザーＩＤの消去作業に関する報告 

(4)委託先の資本関係等に関する情報提供 

(5)情報セキュリティ対策の履行状況報告、業務の実施状況及び遵守内

容に関する随時調査並びにデータ保護状況に関する検査 

〇 締 結 日 令和３年１月４日 

〇 締結の相手方 みずほ情報総研（株） 

（旧（株）みずほトラストシステムズ） 

 

３ 理事会・総会の開催状況 

令和２年度中における理事会及び総会の開催状況は、次のとおりである。 

なお、前記２（５）でも触れたように、コロナ禍の影響もあり、理事会及び総

会の開催については、みなし決議による開催にするなど、適宜、対応した。 
 

No 年月日 会議種別 議案等 

1 R2.4.14 理事会※ 議案第１号「役員の選任について」 

議案第２号「定款の一部変更（案）について」 

議案第３号「臨時総会の招集の決定について」 

2 R2.4.30 臨時総会※ 議案第１号「役員の選任について」 

議案第２号「定款の一部変更（案）について」 

3 R2.6.5 理事会 議案第１号「令和元年度事業報告及び決算（案）について」

議案第２号「役員の選任（案）について」 

議案第３号「定時総会の招集の決定（案）について」 

報告事項「定款第２２条第３項に基づき会長が行う職務執 

行状況の報告について」 

4 R2.6.22 定時総会 議案第１号「令和元年度事業報告及び決算（案）について」

議案第２号「役員の選任（案）について」 

5 R2.9.14 理事会※ 議案第１号「役員の選任について」 

議案第２号「賛助会員の入会について」 

議案第３号「臨時総会の招集の決定について」 
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6 R2.9.30 臨時総会※ 議案第１号「役員の選任について」 

7 R3.1.21 理事会※ 議案第１号「役員の選任について」 

議案第２号「臨時総会の招集の決定について」 

8 R3.2.5 臨時総会※ 議案第１号「役員の選任について」 

9 R3.3.11 理事会※ 議案第１号「令和３年度事業計画及び予算（案）について」

議案第２号「一般社団法人地方公務員共済組合協議会会計規

程の一部を改正する規程（案）について」 

議案第３号「臨時総会の招集の決定について」 

報告事項「定款第２２条第３項に基づき会長が行う職務執 

行状況の報告について」 

10 R3.3.30 臨時総会※ 議案第１号「令和３年度事業計画及び予算（案）について」

議案第２号「一般社団法人地方公務員共済組合協議会会計規

程の一部を改正する規程（案）について」 

※印は、書面によるみなし決議 

 

 

Ⅲ 今後の課題 

１ オンライン資格確認等システム 

医療機関・薬局でマイナンバーカードを健康保険証として利用できるオンライ 

ン資格確認システムの本格運用の開始については、令和３年３月下旬とされてき

た。 

しかし、令和３年３月２６日に開催された社会保障審議会医療保険部会におい

て、厚生労働省から当該システム運用開始を３月下旬から１０月まで延期するこ

とが報告された。保険者が管理・登録している加入者データが不正確であること

や、医療機関の院内システムへのデータ読み取りにエラーが発生していることな

どが延期の主な理由とされている。 

このため、システムの安定性確保やデータの正確性担保のため、当面は「プレ

運用」を継続し、遅くとも１０月までには本格運用を開始する予定とされている。 

当協議会としては、本年１０月予定とされている本格運用までの動向を注視し

ていくほか、厚生労働省及び社会保険診療報酬支払基金とも連絡を密にし、情報

収集に努めるとともに、それら集約した情報について、総務省及び関係共済組合

並びに他の保険者団体とも連携し、部会の開催又は情報提供等を行っていく。 

 

２ 特定健診・保健指導関係 

昨年１１月に開催された「保険者による健診・保健指導等に関する検討会」で

は、前記Ⅱ－２（１）のとおり、新型コロナウイルス感染症等の影響を踏まえた
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特定保健指導の実施方法の見直しについて、厚生労働省から対応案が示された。 

当協議会としては、協議会が参画している検討会及び地方公務員共済組合が参

画している実務担当者によるワーキンググループを通じ、適宜、各共済組合に対

し、必要な事項について、情報提供を行っていく。 

 

３ 地共済年金情報システム事業 

令和３年４月から運用開始した地共済年金情報ホームページシステムについ

て、安定的な運用が継続されているか又は問題がないか、今後も運営主体である

各共済組合及び地共済年金情報ホームページシステム委員会と連絡を密にし、問

題があればその問題に対する課題等について、検討を行っていく。 

また、令和３年度からは、内閣サイバーセキュリティセンターによる監査の指

摘事項に対する改善事項の本格対応も開始されることから、当該対応について、

遺漏がないかなど、地共済年金ホームページシステム委員会と連絡を密にし、検

討等を行っていく。 

 

 

Ⅳ 事業報告の附属明細書 

令和２年度の事業報告において、一般社団法人地方公務員共済組合協議会定款第

３５条第１項第２号に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事

項」については、該当するものがない。 
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